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愛知県個人情報保護審議会答申の概要 

 

答申第 177 号（ 諮問第 208 号）  

件名： なぜ組員と 認定さ れたのかが分かる も のの不開示（ 存否応答拒否） 決定に関する

件 

 

１  開示請求 

  令和 2 年 12 月 10 日 

２  原処分 

  令和 3 年 1 月 18 日（ 不開示（ 存否応答拒否） 決定）  

愛知県警察本部長（ 以下「 処分庁」 と いう 。） は、 審査請求人に係る 別記の保有個人

情報の自己情報開示請求について、 存否を 答える だけで不開示情報を 開示する こ と に

なる と し て不開示と し た。  

３  審査請求 

  令和 3 年 4 月 7 日 

  原処分の取消し を 求める 。  

４  諮問 

  令和 3 年 6 月 15 日 

５  審議会の結論 

処分庁が、 存否応答拒否を理由と し て不開示と し たこ と は妥当である 。  

６  審議会の判断 

 ( 1)  判断に当たっての基本的考え方 

   愛知県個人情報保護条例（ 平成 16 年愛知県条例第 66 号。 以下「 条例」 と いう 。）

は、 第 1 条に規定さ れている と おり 、 実施機関の保有する 個人情報の開示を 請求す

る 個人の権利を 明ら かにし 、 も っ て県政の適正な運営を 図り つつ、 個人の権利利益

を 保護する こ と を 目的と し て制定さ れたも のであ り 、 原則開示の理念のも と に解

釈・ 運用さ れなければなら ない。  

   当審議会は、 自己に関する 保有個人情報の開示を 請求する 権利が不当に侵害さ れ

る こ と のないよ う 、 原則開示の理念に立っ て条例を 解釈し 、 以下判断する も のであ

る 。  

 ( 2)  本件請求対象保有個人情報について 

   自己情報開示請求書の内容を 基本と し て、 審査請求書、 反論書及び処分庁が作成

し た弁明書の内容も 踏ま える と 、 本件請求対象保有個人情報は、 処分庁が審査請求

人を特定の暴力団の組員である と 認定し た理由が分かる 行政文書と 解さ れる 。  

 ( 3)  条例第 20 条該当性について 

  ア 条例第 20 条は、 開示請求に対し 、 当該開示請求に係る 保有個人情報が存在し て
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いる か否かを 答える だけで、 不開示情報を 開示する こ と と なる と き は、 実施機関

は、 当該保有個人情報の存否を 明ら かにし ないで、 当該開示請求を 拒否でき る と

し ている 。 そし て、「 開示請求に係る 保有個人情報が存在し ている か否かを 答える

だけで、 不開示情報を 開示する こ と と なる と き 」 と は、 開示請求に係る 保有個人

情報の存否自体の情報が条例第 17 条各号の規定によ り 保護すべき 情報に当たる 場

合を いう 。 例えば、 内偵情報、 候補者名簿、 内部告発情報に関する 開示請求に対

し て不開示又は不存在の回答を する こ と によ り 、 当該個人を 対象と し た犯罪捜査

の有無、 候補者と し ている か否か、 内部告発の有無を 明ら かにし てし ま う 場合な

ど がこ れに当たる 。  

ま た、 保有個人情報が存在し ない場合に不存在と 答えて、 保有個人情報が存在

する 場合にのみ存否を 明ら かにし ないで拒否し たのでは、 存否応答拒否を し た場

合は開示請求者に当該保有個人情報の存在を 類推さ せる こ と になり 、 存否応答拒

否の意味を なさ ないこ と になる ため、 存在する と 否と を 問わず、 常に存否応答拒

否にする こ と が必要である 。  

こ の考え方に基づき 、 処分庁が本件請求対象保有個人情報の自己情報開示請求

に対し 、 条例第 20 条に該当する と し て、 存否応答拒否によ る 不開示と し たこ と の

適否について以下検討する 。  

処分庁は、 本件請求対象保有個人情報の存否自体を 明ら かにする だけで条例第

17 条第 6 号に該当する 不開示情報を開示する こ と と なる と し て、条例第 20 条に該

当する と 判断し ている ため、 当該情報の条例第 17 条第 6 号該当性について、 以下

判断する 。  

  イ  条例第 17 条第 6 号該当性について 

   ( ｱ)  本号は、 公共の安全と 秩序の維持を 確保する ため、 開示する こ と によ り 、 犯

罪の予防、 鎮圧又は捜査、 公訴の維持、 刑の執行その他の公共の安全と 秩序の

維持に支障を 及ぼすおそれがある と 実施機関が認める につき 相当の理由がある

情報が記録さ れている 保有個人情報は、 不開示と する こ と を定めたも のである 。 

     そこ で、 こ の考え方に基づき 、 本件請求対象保有個人情報の存否が本号に該

当する か否かを 以下検討する 。  

   ( ｲ)  本件自己情報開示請求は、 前記( 2) において述べたと おり 、 処分庁が審査請求

人を 特定の暴力団の組員である と 認定し た理由が分かる 行政文書を 請求し たも

のであり 、 処分庁が審査請求人を 特定の暴力団の組員である と 認定し た事実を

前提に、 本件請求対象保有個人情報の開示を求める も のである 。  

   ( ｳ)  処分庁によ れば、 特定の個人が警察の情報収集活動の対象と さ れている か否

かについて、 本人への通知等は予定さ れておら ず、 仮に特定の個人が警察の情

報収集活動の対象と さ れている か否かを 知る こ と と なれば、 警察の情報収集活

動の対象、 関心事項、 情報収集能力等の警察の情報収集活動の実態が明ら かと

なり 、 犯罪行為を 企図し ている 者等において各種活動を 潜在化、 巧妙化さ せる
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など の防衛措置を講じ ら れる おそれがある と のこ と である 。  

警察の情報収集活動の対象と さ れている か否かについて、 本人への通知等が

予定さ れていないこ と から すれば、 本件請求対象保有個人情報の存否を 開示す

る こ と は、 本来本人が知る こ と ができ ない警察によ る 調査実態や調査事実の存

否を 明ら かにする 結果になる と 認めら れる 。 し たがっ て、 犯罪の予防、 鎮圧又

は捜査その他の公共の安全と 秩序の維持に支障を 及ぼすおそれがある と 処分庁

が認める こ と につき 相当の理由がある と いえる 。  

よ って、 本件請求対象保有個人情報の存否に関する 情報は、 条例第 17 条第 6

号に該当する 。  

  ウ  以上のと おり 、 本件請求対象保有個人情報の存否を 明ら かにする こ と は、 条例

第 17 条第 6 号に規定する 不開示情報を開示する こ と と 同様の結果と なる こ と から 、

処分庁が条例第 20 条の規定によ り 、 本件請求対象保有個人情報の存否を明ら かに

し ないで不開示決定を 行っ たこ と は妥当である 。  

 ( 4)  審査請求人のその他の主張について  

   審査請求人は、 その他種々主張し ている が、 本件請求対象保有個人情報の存否の

条例第 20 条該当性については、 前記( 3) において述べたと おり であり 、 審査請求人

のその他の主張は、 当審議会の判断に影響を及ぼすも のではない。  

 ( 5)  ま と め 

以上によ り 、「 ５  審議会の結論」 のと おり 判断する 。  

 

別記 

令和元年 8 月 17 日、 私が A警察署で逮捕さ れた時、 暴力団の調べなど 何にも 無かった

のに、 なぜ私が、 Bの組員と 認定さ れたのかが分かる も のを提示し てほし い。   


